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中　根　　　亨

国土交通省では、ICT 等を用いた効率的な施工を目指す「i-Construction」を平成 28 年度から推進して
いる。令和 5 年 3 月に開催された「ICT 導入協議会」において ICT 施工の新たな段階「ICT 施工 stage Ⅱ」
の打ち出しを行った。
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1．はじめに

日本の総人口は，2008 年の 1 億 2,808 万人をピーク
に減少に転じ，2022 年 4 月現在では 1 億 2,507 万人と
なっている。就業者数は，2001 年の 6,412 万人から
2012 年には 6,280 万人まで減少したものの，近年は
65 歳以上の就業者数及び女性の就業者数が上昇し
て，全体の就業者数は増加傾向にあり，2022 年 8 月
には 6,751 万人となっている。一方，建設業では 1997
年の 685 万人から 2010 年に 498 万人まで減少し，近

年，就業者数の全数が伸びているにもかかわらず，建
設業では横ばいの推移に留まっており，全産業平均に
比べても高齢化が進み，55 歳以上の就業者の割合が
36％まで進行，次世代への技術承継や将来的な働き手
不足が大きな懸念となっている（図─ 1）。

こうした，働き手の減少を迎えるなか，潜在的な成
長力を高めるとともに，新たな需要を掘り起こしてい
くため，生産性向上を図るとともに新たな人材を呼び
込むため，i-Construction の取り組みを推進している

（図─ 2）。

ICT 建設機械認定制度
行政情報

特集＞＞＞　建設施工のDX

図─１　建設業就業者の現状
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生産性の向上を図りつつ，建設業のイメージを払拭
し，多様な人材を呼び込むことで担い手を確保するた
めに，建設業を新 3K（給与が良い，休暇がとれる，
希望が持てる）の魅力ある職場に改善することを目指
している。

2．概況

これまでに ICT 施工の基準類の整備等により，国
土交通省の直轄工事で対象になり得る工事のうち約 8
割（表─ 1）で ICT 施工は実施されているが，直轄
工事の受注者という限られた範囲で確認するだけで
も，中小建設業での未経験企業の割合は高く，活用拡
大の余地がまだまだ存在している（図─ 3）。

また，現場での様々な工夫・アイデアを継続的に導
入・普及していくために民間企業等から基準類の提案
を募集して，より迅速に基準類を整備する取組みを令
和元年度から行ってきた（表─ 2）。令和 5 年度も 5
月から募集を開始した。

令和 4 年度には ICT 建設機械等認定制度を創設し
た（図─ 4）。中小建設業の方々を含めて，施工業者
の方々が安心して ICT 建設機械を選定・導入できる
ようにするため，国土交通省が「ICT の全面的な活
用の推進に関する実施方針」及び「ICT 活用工事実
施要領」において「ICT 建設機械」として扱ってい
る機能を持つ建設機械及び後付け装置を「ICT 建設
機械等」として認定・公表（図─ 5）することで，

図─ 2　生産性向上のイメージ

図─ 3　国土交通省発注工事の受注者における ICT 施工の経験企業の割合

表─１　国土交通省発注工事での ICT 活用工事の割合
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ICT 施工の現場導入を円滑化させて，その普及を促
し，建設現場の生産性向上に寄与するものである。

さらに，上述の民間提案も含め，要領類の改訂内容
を ICT 導入協議会（令和 5 年 3 月）にて公表した（図
─ 6）。

3．ICT施工の新たなステージ

令和 5 年 3 月に開催された ICT 導入協議会におい
て，ICT 施工の次なる段階「ICT 施工 stage Ⅱ」が提
示された（図─ 7）。Stage Ⅱにおいては，土工等の
工種単位で作業を効率化するだけではなく，ICT に
より現場の作業状況を分析し，工事全体の生産性向上
を目指すものである。
＜ Stage Ⅰ＞
・工種単位
・ICT で各作業を効率化
・UAV，ICT 建機等の ICT 機器を活用

図─ 4　制度のスキーム

図─ 5　認定表示

図─ 6　主な要領の改訂内容

表─ 2　民間提案の実施状況
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＜ Stage Ⅱ＞
・工事単位
・データ分析で全体を効率化
・行動履歴，機械稼働状況等のデータを活用

ICT 施工 Stage Ⅱとして，IoT やデジタルツイン等
を活用し，建設現場のリアルタイムな工程改善，作業
と監督検査の効率化を図り，抜本的な生産性向上の実
現を目指し，今後現場での試行を通じて各種データの
仕様策定，既存の監督検査に係る基準改定の実施を

行っていく（図─ 8）。
また，API を活用した施工現場のデータ連携円滑

化を目指し，令和 4 年度は，API 連携のユースケー
スの一つである出来形検査を対象に，施工データの連
携，活用に向けた検討を実施した。As-built データ等
の施工データにより，出来形検査の実証を行い，出来
形検査アプリの機能要求仕様書素案等を整理した。今
後はさらなるユースケースの掘り起こしのための調査
を実施し，ニーズとして抽出した土工の生産管理（複

図─ 7　ICT 施工の段階

図─ 8　現場の見える化
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数現場の土量配分やストックヤードの予実管理等）も
対象に検討を進めていく（図─ 9）。

4．おわりに

令和 5 年 3 月に ICT 施工 stage Ⅱを新たな段階と
して打ち出したものであるが，わが国の建設施工現場
が新たな段階に移行できるよう，今後も様々な施策等
を検討していきたい。

�
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図─ 9　API を活用した施工現場のデータ連携円滑化
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